
部局名 健康部

課名 保険年金課

№ 根拠 根拠規定の名称 条項

1 法令 国民健康保険法 第9条第3項

2 法令 高齢者の医療の確保に関する法律 第104条

3 法令 国民健康保険法 第59条

4 法令 国民健康保険法 第60条

5 法令 国民健康保険法 第61条

6 法令 国民健康保険法 第62条

7 法令 国民健康保険法 第63条

8 法令 国民健康保険法 第63条の2

9 法令 国民健康保険法 第65条

10 法令 国民健康保険法 第66条

11 例規 都城市国民健康保険条例 第12条

12 例規 都城市国民健康保険条例 第13条

13 例規 都城市国民健康保険条例 第14条

14 例規
都城市後期高齢者医療に関する条
例

第5条

15 例規
都城市後期高齢者医療に関する条
例

第6条

16 例規
都城市後期高齢者医療に関する条
例

第8条

17 例規
都城市後期高齢者医療に関する条
例

第9条

18 法令 国民健康保険法 第42条第2項

19 例規
国民健康保険都城市診療所使用料
及び手数料条例

第8条

過料

保険料の督促手数料

延滞金

過料

一部負担金不払い時の徴収

過料

少年院等に収容・拘禁された場合の給
付制限

過料

故意の場合の給付制限

闘争・泥酔等の場合の給付制限

療養に関する指示に従わない場合の給
付等の制限

強制診断等拒否の場合の給付制限

保険給付の一時差止

不正利得の徴収

強制診断

過料

過料

様式Ｂ－１

不利益処分一覧

不利益処分の内容

被保険者証の返還

後期高齢者医療保険料の徴収



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

1

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

弁明

平成29年12月28日

―

国民健康保険法 第９条第３項

国民健康保険法
国民健康保険法施行令
国民健康保険法施行規則

第９条第３項
第１条
第５条の５、第５条の６

処 分 基 準

【国民健康保険法】
(届出等)
第九条
３　市町村は、保険料(地方税法(昭和二十五年法律第二百二十六号)の規定によ
る国民健康保険税を含む。以下この項、第七項、第六十三条の二、第六十八条の
二第二項第四号、附則第七条第一項第三号並びに附則第二十一条第三項第三号及
び第四項第三号において同じ。)を滞納している世帯主(その世帯に属するすべて
の被保険者が原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律(平成六年法律第百十七
号)による一般疾病医療費の支給その他厚生労働省令で定める医療に関する給付
(第六項及び第八項において「原爆一般疾病医療費の支給等」という。)を受ける
ことができる世帯主を除く。)が、当該保険料の納期限から厚生労働省令で定め
る期間が経過するまでの間に当該保険料を納付しない場合においては、当該保険
料の滞納につき災害その他の政令で定める特別の事情があると認められる場合を
除き、厚生労働省令で定めるところにより、当該世帯主に対し被保険者証の返還
を求めるものとする。

【国民健康保険法施行令】
(法第九条第三項に規定する政令で定める特別の事情)
第一条　国民健康保険法(以下「法」という。)第九条第三項に規定する政令で定
める特別の事情は、次の各号に掲げる事由により保険料(地方税法(昭和二十五年
法律第二百二十六号)の規定による国民健康保険税を含む。次条において同じ。)
を納付することができないと認められる事情とする。
一　世帯主がその財産につき災害を受け、又は盗難にかかつたこと。
二　世帯主又はその者と生計を一にする親族が病気にかかり、又は負傷したこ
と。
三　世帯主がその事業を廃止し、又は休止したこと。
四　世帯主がその事業につき著しい損失を受けたこと。
五　前各号に類する事由があつたこと。

〔※別シートに続く〕

処分基準整理票

基準所管課

市長

被保険者証の返還

規 定 の 名 称 条 項

№



【国民健康保険法施行規則】
(法第九条第三項の厚生労働省令で定める医療に関する給付)
第五条の五　法第九条第三項に規定する厚生労働省令で定める医療に関する給付は、次のとおりと
する。
一　児童福祉法(昭和二十二年法律第百六十四号)第十九条の二第一項の小児慢性特定疾病医療費の
支給、同法第二十条第二項の医療に係る療育の給付又は同法第二十一条の五の二十八第一項の肢体
不自由児通所医療費若しくは同法第二十四条の二十第一項(同法第二十四条の二十四第二項において
適用する場合を含む。)の障害児入所医療費の支給
二　予防接種法(昭和二十三年法律第六十八号)第十六条第一項第一号又は第二項第一号(新型インフ
ルエンザ等対策特別措置法(平成二十四年法律第三十一号)第二十八条第五項から第七項までの規定
により適用される場合を含む。第二十七条の十二第二号において同じ。)の医療費の支給
三　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成十七年法律第百二十三号)
第五十八条第一項の自立支援医療費、同法第七十条第一項の療養介護医療費又は同法第七十一条第
一項の基準該当療養介護医療費の支給
四　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和二十五年法律第百二十三号)第三十条第一項の
規定により費用の負担が行われる医療に関する給付
五　削除
六　麻薬及び向精神薬取締法(昭和二十八年法律第十四号)第五十八条の十七第一項の規定により費
用の負担が行われる医療に関する給付
七　母子保健法(昭和四十年法律第百四十一号)第二十条の養育医療の給付又は養育医療に要する費
用の支給
八　独立行政法人医薬品医療機器総合機構法(平成十四年法律第百九十二号)第十六条第一項第一号
又は第二十条第一項第一号の医療費の支給
九　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律(平成十年法律第百十四号)第三十七
条第一項又は第三十七条の二第一項の規定により費用の負担が行われる医療に関する給付
九の二　石綿による健康被害の救済に関する法律(平成十八年法律第四号)第四条第一項の医療費の
支給
九の三　新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済に関する特別措置法(平成二十一年法律
第九十八号)第四条第一号の医療費の支給
九の四　特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法(平成二十三年法律第百二
十六号)第十二条第一項の定期検査費、同法第十三条第一項の母子感染防止医療費又は同法第十四条
第一項の世帯内感染防止医療費の支給
九の五　難病の患者に対する医療等に関する法律(平成二十六年法律第五十号)第五条第一項の特定
医療費の支給
十　沖縄の復帰に伴う厚生省関係法令の適用の特別措置等に関する政令(昭和四十七年政令第百八
号)第三条又は第四条の医療費の支給
十一　令第二十九条の二第八項の規定による高額療養費の支給
十二　前各号に掲げる医療に関する給付に準ずるものとして厚生労働大臣が定める医療に関する給
付

(法第九条第三項の厚生労働省令で定める期間)
第五条の六　法第九条第三項の厚生労働省令で定める期間は、一年間とする。



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

2

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

適用除外（行政手続法第13条第２項第４号）

平成29年12月28日

―

高齢者の医療の確保に関する法律 第１０４条

高齢者の医療の確保に関する法律 第１０４条

処 分 基 準

【高齢者の医療の確保に関する法律】
(保険料)
第百四条　市町村は、後期高齢者医療に要する費用(財政安定化基金拠出金及び
第百十七条第二項の規定による拠出金の納付に要する費用を含む。)に充てるた
め、保険料を徴収しなければならない。
２　前項の保険料は、後期高齢者医療広域連合が被保険者に対し、後期高齢者医
療広域連合の全区域にわたつて均一の保険料率であることその他の政令で定める
基準に従い後期高齢者医療広域連合の条例で定めるところにより算定された保険
料率によつて算定された保険料額によつて課する。ただし、当該後期高齢者医療
広域連合の区域のうち、離島その他の医療の確保が著しく困難である地域であつ
て厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する被保険者の保険料に
ついては、政令で定める基準に従い別に後期高齢者医療広域連合の条例で定める
ところにより算定された保険料率によつて算定された保険料額によつて課するこ
とができる。
３　前項の保険料率は、療養の給付等に要する費用の額の予想額、財政安定化基
金拠出金及び第百十七条第二項の規定による拠出金の納付に要する費用の予想
額、第百十六条第一項第二号の規定による都道府県からの借入金の償還に要する
費用の予定額、保健事業に要する費用の予定額、被保険者の所得の分布状況及び
その見通し、国庫負担並びに第百条第一項の後期高齢者交付金等の額等に照ら
し、おおむね二年を通じ財政の均衡を保つことができるものでなければならな
い。

処分基準整理票

基準所管課

市長

後期高齢者医療保険料の徴収

規 定 の 名 称 条 項

№



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

3

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

処 分 基 準

【国民健康保険法】
第五十九条　被保険者又は被保険者であつた者が、次の各号のいずれかに該当す
る場合には、その期間に係る療養の給付又は入院時食事療養費、入院時生活療養
費、保険外併用療養費、訪問看護療養費、特別療養費若しくは移送費の支給(以
下この節において「療養の給付等」という。)は、行わない。
一　少年院その他これに準ずる施設に収容されたとき。
二　刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁されたとき。

処分基準整理票

基準所管課

市長

少年院等に収容・拘禁された場合の給付制限

規 定 の 名 称 条 項

№

適用除外（行政手続法第13条第２項第４号）

平成29年12月28日

―

国民健康保険法 第５９条

国民健康保険法 第５９条



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

4

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

適用除外（行政手続法第13条第２項第４号）

平成29年12月28日

―

国民健康保険法 第６０条

国民健康保険法
都城市国民健康保険の保険給付の制限に関する要
綱

第６０条
第２条

処 分 基 準

【国民健康保険法】
第六十条　被保険者が、自己の故意の犯罪行為により、又は故意に疾病にかか
り、又は負傷したときは、当該疾病又は負傷に係る療養の給付等は、行わない。

【都城市国民健康保険の保険給付の制限に関する要綱】
(絶対的給付制限)
第2条　国保法第60条の規定に基づく絶対的給付制限は、次に掲げる要件を具備
するに至った者がある場合に行うものとする。
(1)　自己の故意の犯罪行為による場合
ア　法令に違反し、かつ、処罰の対象となるべき行為を行ったこと。
イ　当該行為を行うにつき、故意が認められること。
ウ　当該行為と事故による傷病との間に相当因果関係が認められること。
(2)　故意に疾病にかかり、又は負傷した場合
ア　傷病の発生について認識があること。
イ　道徳的、社会的に非難される行為であること。
2　前項の規定のうち、道路交通法(昭和35年法律第105号)違反については、別表
第1の基準によるものとする。
別表第１　（略）

処分基準整理票

基準所管課

市長

故意の場合の給付制限

規 定 の 名 称 条 項

№



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

5

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

適用除外（行政手続法第13条第２項第４号）

平成29年12月28日

―

国民健康保険法 第６１条

国民健康保険法
都城市国民健康保険の保険給付の制限に関する要
綱

第６１条
第３条

処 分 基 準

【国民健康保険法】
第六十一条　被保険者が闘争、泥酔又は著しい不行跡によつて疾病にかかり、又
は負傷したときは、当該疾病又は負傷に係る療養の給付等は、その全部又は一部
を行わないことができる。

【都城市国民健康保険の保険給付の制限に関する要綱】
(相対的給付制限)
第3条　国保法第61条の規定に基づく相対的給付制限は、道徳的及び社会的に非
難される行為を行った場合に行うものとする。
2　給付を制限する割合は、保険者が負担する分の5割又は10割とする。
3　前項の規定のうち、道路交通法違反については、別表第2の基準によるものと
する。

処分基準整理票

基準所管課

市長

闘争・泥酔等の場合の給付制限

規 定 の 名 称 条 項

№



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

6

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

弁明の機会の付与

平成29年12月28日

平成30年10月1日

国民健康保険法 第６２条

国民健康保険法 第６２条

処 分 基 準

【国民健康保険法】
第六十二条　市町村及び組合は、被保険者又は被保険者であつた者が、正当な理
由なしに療養に関する指示に従わないときは、療養の給付等の一部を行わないこ
とができる。

処分基準整理票

基準所管課

市長

療養に関する指示に従わない場合の給付制限

規 定 の 名 称 条 項

№



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

7

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

弁明の機会の付与

平成29年12月28日

平成30年10月1日

国民健康保険法 第６３条

国民健康保険法 第６３条

処 分 基 準

【国民健康保険法】
第六十三条　市町村及び組合は、被保険者若しくは被保険者であつた者又は保険
給付を受ける者が、正当な理由なしに、第六十六条の規定による命令に従わず、
又は答弁若しくは受診を拒んだときは、療養の給付等の全部又は一部を行わない
ことができる。

処分基準整理票

基準所管課

市長

強制診断等拒否の場合の給付制限

規 定 の 名 称 条 項

№



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

8

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

弁明の機会の付与

平成29年12月28日

平成30年10月1日

国民健康保険法 第６３条の２

国民健康保険法 第６３条の２

処 分 基 準

【国民健康保険法】
第六十三条の二　市町村及び組合は、保険給付(第四十三条第三項又は第五十六
条第二項の規定による差額の支給を含む。以下同じ。)を受けることができる世
帯主又は組合員が保険料を滞納しており、かつ、当該保険料の納期限から厚生労
働省令で定める期間が経過するまでの間に当該保険料を納付しない場合において
は、当該保険料の滞納につき災害その他の政令で定める特別の事情があると認め
られる場合を除き、厚生労働省令で定めるところにより、保険給付の全部又は一
部の支払を一時差し止めるものとする。
２　市町村及び組合は、前項に規定する厚生労働省令で定める期間が経過しない
場合においても、保険給付を受けることができる世帯主又は組合員が保険料を滞
納している場合においては、当該保険料の滞納につき災害その他の政令で定める
特別の事情があると認められる場合を除き、厚生労働省令で定めるところによ
り、保険給付の全部又は一部の支払を一時差し止めることができる。
３　市町村及び組合は、第九条第六項(第二十二条において準用する場合を含
む。)の規定により被保険者資格証明書の交付を受けている世帯主又は組合員で
あつて、前二項の規定による保険給付の全部又は一部の支払の一時差止がなされ
ているものが、なお滞納している保険料を納付しない場合においては、厚生労働
省令で定めるところにより、あらかじめ、当該世帯主又は組合員に通知して、当
該一時差止に係る保険給付の額から当該世帯主又は組合員が滞納している保険料
額を控除することができる。

処分基準整理票

基準所管課

市長

保険給付の一時差止

規 定 の 名 称 条 項

№



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

9

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

弁明の機会の付与

平成29年12月28日

平成30年10月1日

国民健康保険法 第６５条

国民健康保険法 第６５条

処 分 基 準

【国民健康保険法】
(不正利得の徴収等)
第六十五条　偽りその他不正の行為によつて保険給付を受けた者があるときは、
市町村及び組合は、その者からその給付の価額の全部又は一部を徴収することが
できる。
２　前項の場合において、保険医療機関において診療に従事する保険医又は健康
保険法第八十八条第一項に規定する主治の医師が、市町村又は組合に提出される
べき診断書に虚偽の記載をしたため、その保険給付が行われたものであるとき
は、市町村又は組合は、当該保険医又は主治の医師に対し、保険給付を受けた者
に連帯して前項の徴収金を納付すべきことを命ずることができる。
３　市町村及び組合は、保険医療機関等又は指定訪問看護事業者が偽りその他不
正の行為によつて療養の給付に関する費用の支払又は第五十二条第三項(第五十
二条の二第三項及び第五十三条第三項において準用する場合を含む。)若しくは
第五十四条の二第五項の規定による支払を受けたときは、当該保険医療機関等又
は指定訪問看護事業者に対し、その支払つた額につき返還させるほか、その返還
させる額に百分の四十を乗じて得た額を支払わせることができる。

処分基準整理票

基準所管課

市長

不正利得の徴収

規 定 の 名 称 条 項

№



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

10

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

処 分 基 準

【国民健康保険法】
(強制診断等)
第六十六条　市町村及び組合は、保険給付に関して必要があると認めるときは、
当該被保険者若しくは被保険者であつた者又は保険給付を受ける者に対し、文書
その他の物件の提出若しくは提示を命じ、又は当該職員に質問若しくは診断をさ
せることができる。

処分基準整理票

基準所管課

市長

強制診断

規 定 の 名 称 条 項

№

弁明の機会の付与

平成29年12月28日

平成30年10月1日

国民健康保険法 第６６条

国民健康保険法 第６６条



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

11

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

処 分 基 準

【都城市国民健康保険条例】
第12条　市は、世帯主が法第9条第1項若しくは第9項の規定による届出をせず、
若しくは虚偽の届出をした場合又は同条第3項若しくは第4項の規定により被保険
者証の返還を求められてこれに応じない場合においては、その者に対し10万円以
下の過料に処する。
第15条　前3条の過料の額は、情状により市長が定める。
2　前3条の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期限
は、その発付の日から起算して10日以上を経過した日とする。

処分基準整理票

基準所管課

市長

過料

規 定 の 名 称 条 項

№

弁明の機会の付与

平成29年12月28日

―

都城市国民健康保険条例 第１２条

都城市国民健康保険条例 第１２条、第１５条



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

12

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

処 分 基 準

【都城市国民健康保険条例】
第13条　市は、世帯主又は世帯主であった者が、正当な理由なしに法第113条の
規定により文書その他の物件の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又
は同条の規定による当該職員の質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし
たときは、10万円以下の過料に処する。
第15条　前3条の過料の額は、情状により市長が定める。
2　前3条の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期限
は、その発付の日から起算して10日以上を経過した日とする。

処分基準整理票

基準所管課

市長

過料

規 定 の 名 称 条 項

№

弁明の機会の付与

平成29年12月28日

―

都城市国民健康保険条例 第１３条

都城市国民健康保険条例 第１３条、第１５条



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

13

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

処 分 基 準

【都城市国民健康保険条例】
第14条　市は、偽りその他不正の行為により一部負担金その他の徴収金の徴収を
免れた者に対し、その徴収を免れた金額の5倍に相当する金額以下の過料に処す
る。
第15条　前3条の過料の額は、情状により市長が定める。
2　前3条の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期限
は、その発付の日から起算して10日以上を経過した日とする。

処分基準整理票

基準所管課

市長

過料

規 定 の 名 称 条 項

№

弁明の機会の付与

平成29年12月28日

―

都城市国民健康保険条例 第１４条

都城市国民健康保険条例 第１４条、第１５条



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

14

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

適用除外（行政手続条例第13条第２項第４号）

平成29年12月28日

―

都城市後期高齢者医療に関する条例 第５条

都城市後期高齢者医療に関する条例 第５条

処 分 基 準

【都城市後期高齢者医療に関する条例】
(保険料の督促手数料)
第5条　保険料の督促状を発したときは、督促状1通について100円の督促手数料
を徴収する。ただし、やむを得ない理由があると認められる場合においては、こ
れを徴収しない。

処分基準整理票

基準所管課

市長

保険料の督促手数料

規 定 の 名 称 条 項

№



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

15

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

処 分 基 準

【都城市後期高齢者医療に関する条例】
(延滞金)
第6条　被保険者又は連帯納付義務者は、納期限後にその保険料を納付する場合
においては、当該納付金額にその納期限の翌日から納付の日までの期間に応じ、
当該金額が2,000円以上(1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。)
であるときは、当該金額につき年14.6パーセント(納期限の翌日から1月を経過す
る日までの期間については、年7.3パーセント)の割合をもって計算した金額に相
当する延滞金額を加算して納付しなければならない。
2　延滞金額に100円未満の端数があるとき、又はその金額が1,000円未満である
ときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。
3　第1項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、365日
当たりの割合とする。

処分基準整理票

基準所管課

市長

延滞金

規 定 の 名 称 条 項

№

適用除外（行政手続法第13条第２項第４号）

平成29年12月28日

―

都城市後期高齢者医療に関する条例 第６条

都城市後期高齢者医療に関する条例 第６条



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

16

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

処 分 基 準

【都城市後期高齢者医療に関する条例】
第8条　被保険者、被保険者の配偶者若しくは被保険者の属する世帯の世帯主そ
の他その世帯に属する者又はこれらであった者が、正当な理由がなく法第137条
第2項の規定により文書その他の物件の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従
わず、又は同項の規定による当該職員の質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の
答弁をしたときは、10万円以下の過料に処する。
第10条　前2条の過料の額は、情状により、市長が定める。
2　前2条の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期限
は、その発付の日から起算して10日以上を経過した日とする。

処分基準整理票

基準所管課

市長

過料

規 定 の 名 称 条 項

№

弁明の機会の付与

平成29年12月28日

―

都城市後期高齢者医療に関する条例 第８条

都城市後期高齢者医療に関する条例 第８条、第１０条



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

17

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

処 分 基 準

【都城市後期高齢者医療に関する条例】
第9条　偽りその他不正の行為により保険料その他法第4章の規定による徴収金
(市が徴収するものに限る。)の徴収を免れた者に対し、その徴収を免れた金額の
5倍に相当する金額以下の過料に処する。
第10条　前2条の過料の額は、情状により、市長が定める。
2　前2条の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期限
は、その発付の日から起算して10日以上を経過した日とする。

処分基準整理票

基準所管課

市長

過料

規 定 の 名 称 条 項

№

弁明の機会の付与

平成29年12月28日

―

都城市後期高齢者医療に関する条例 第９条

都城市後期高齢者医療に関する条例 第９条、第１０条



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

18

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

適用除外（行政手続法第13条第２項第４号）

令和元年10月1日

令和2年10月1日

国民健康保険法 第42条第2項

国民健康保険法 第42条第2項

処 分 基 準

【国民健康保険法】
(療養の給付を受ける場合の一部負担金)
第42条
２　保険医療機関等は、前項の一部負担金(第四十三条第一項の規定により一部
負担金の割合が減ぜられたときは、同条第二項に規定する保険医療機関等にあつ
ては、当該減ぜられた割合による一部負担金とし、第四十四条第一項第一号の措
置が採られたときは、当該減額された一部負担金とする。)の支払を受けるべき
ものとし、保険医療機関等が善良な管理者と同一の注意をもつてその支払を受け
ることに努めたにもかかわらず、なお被保険者が当該一部負担金の全部又は一部
を支払わないときは、市町村及び組合は、当該保険医療機関等の請求に基づき、
この法律の規定による徴収金の例によりこれを処分することができる。

処分基準整理票

基準所管課

№

市長

一部負担金不払い時の徴収

規 定 の 名 称 条 項



様式Ｂ－２

部 局 名 健康部

課 名 保険年金課

19

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠 規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

弁明の機会の付与

令和2年10月1日

―

国民健康保険都城市診療所使用料及び手数料条例 第8条

国民健康保険都城市診療所使用料及び手数料条例 第8条

処 分 基 準

【国民健康保険都城市診療所使用料及び手数料条例】
(過料)
第8条　偽りその他不正の行為により使用料又は手数料の徴収を免れた者につい
ては、その徴収を免れた金額の5倍に相当する金額(当該5倍に相当する金額が5万
円を超えないときは、5万円とする。)以下の過料に処する。

処分基準整理票

基準所管課

№

市長

過料

規 定 の 名 称 条 項


